
２０１９年１月２３日

ＳＤＧｓフォーラム
～持続可能な社会の実現に向けた保険業界の役割～



生命保険業界が果たしてきた役割



生命保険は、加入者が保険料を負担しあい、誰かに「もしも」のことが発生した際、
生活に困窮しないように保険金等を受け取る助け合い（相互扶助）の仕組み

生命保険が果たす社会的役割

プール保険料
「もしも」の際の

保険金

相互扶助の仕組み 生命保険がもたらす経済の好循環

将来不安
→貯蓄志向、消費の低迷

生命保険へ加入
（保障の充実）

（出所）生命保険協会「生命保険事業概況」

生命保険会社が支払った

保険金等支払金
２９兆円
（2017年度）

※団体保険等を含む

安心を提供し、
貯蓄の一部が消費や投資へ
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保有契約

約1億7,300万件

約850兆円

(2017年度)

(出所)生命保険協会、保険研究所「インシュアランス生命保険統計号」、
生命保険文化センター「生命保険に関する全国実態調査」、Swiss Re「Sigma 3/2018」

1908年
生命保険協会設立

生命保険業界は、日本の社会保障制度の一翼を担う社会基盤として役割を発揮

日本の生命保険市場の推移
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（百万ドル）
世帯加入率

79.1％
（2018年）

生命保険業界の個人保険保有契約件数の推移 世界の生命保険料収入上位５カ国（2017年）
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1995年 2017年

(出所)総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来設計人口」、生命保険協会「生命保険事業概況」等

保険に対するニーズは時代ごとに変化 → 生命保険は様々なニーズに応じた商品を提供

生命保険の加入目的と種類別新契約件数の変化

（百万人）
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病気や老後への
備え

万が一の
保障

1995年

（百万人）
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2025年
病気や老後への備え
健康で長生き

万が一の
保障

終身

養老
定期

医療
・がん

年金

その他
終身

養老

定期
医療
・がん

年金

その他
保険種類別
新契約件数
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様々な保険商品・サービスを通じて、お客さまの安定的な資産形成や暮らしをサポート

ニーズに応じた商品・サービスの提供

30歳 40歳 50歳 60歳 70歳 80歳 90歳 100歳

保
障
性

貯
蓄
性

資産額

資産額の推移のイメージ

死亡保険

医療保険
就業不能保険

介護保険

認知症保険

学資保険

積立年金

トンチン保険

一時払保険

健康状態の悪化等によって
資産額が下振れするリスク
→保険によりサポート



生きる費用を
支える

6

（参考）トンチン保険について

トンチン保険※は人々が長く生きるための費用(長生きリスク)を相互扶助により支える仕組み
※17世紀のイタリア人銀行家ロレンツォ・トンティ（Lorenzo Tonti）が考案した保険制度に由来するとされる

死亡リスクの
ためのプール

長生きリスクの
ためのプール

保険料
「もしも」の際の

保険金

死亡保険のイメージ トンチン保険のイメージ

死亡 死亡

年金原資

払込保険料
累計額

死亡
返還金

死亡時のお支払額を
抑えることで、

生きている他の加入者の
年金額を大きく

保険料

他の加入者

年金額

＜イメージ＞

年金額

保険料

保険料

年金受取前に
お亡くなりになった

場合
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被災された方が一刻も早くご安心いただけるよう、お客さまに寄り添った対応を実施

災害時における生命保険業界の対応

各社のリソースを活用し、
東北３県（岩手、宮城、福島）のお客さま
約２９３万人の安否確認を実施

安否確認進捗率 お支払保険金額

約2万1,000件

約1,600億円

東日本大震災時の対応

99.97％
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地域課題の解決に向けた貢献

健康啓発や高齢者見守りなど多岐にわたる分野で全国の自治体と連携するなど、
地域が抱える様々な課題解決に向けた取組みも実施

健康啓発

高齢者
見守り

子育て
支援

特殊詐欺
被害防止

スポーツ
振興
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生命保険業界の資産運用

生命保険会社は、長期資金の供給を通じて日本経済の成長に貢献
近年は、ＥＳＧ投融資やスチュワードシップ活動にも積極的な取組みを実施

少子高齢化の進行産業の多様化

日本国債中心
海外への投融資増加

高度経済成長 安定成長

重化学工業への投融資
公団住宅建設への融資

ＥＳＧ投融資

低成長

重化学工業中心の経済成長

都市部での住宅供給 財政出動による景気刺激 社会保障費増加

スチュワードシップ活動

第三次産業への融資

運
用
資
産
の
構
成
割
合

社会構造

政策課題

生保
資産運用

（出所）生命保険協会 （注）2007年以降かんぽ生命を含む生命保険の資産運用・社会的役割の変遷
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取り巻く環境変化
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平均寿命は大きく伸長、１００歳以上人口は今後大幅な増加が見込まれる

1990 2000 2010 2018 2040 2065

（出所）厚生労働省「百歳の高齢者へのお祝い状及び記念品の贈呈について」、
国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集2018年版」

309,000人
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69,785人

13,036人
44,449人

547,000人

人生１００年時代の到来
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(出所) 厚生労働省「完全生命表」
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」

平均寿命の推移 １００歳以上人口の推移
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医療
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（出所）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」、厚生労働省「社会保障に係る費用の将来推計の改定について」 12

日本の少子高齢化・人口減少は今後もさらに進行、社会保障費も増加が見込まれる

持続可能な社会の実現に向け、
生命保険業界の一層の役割発揮が求められる

少子高齢化・人口減少の進行
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○本年度の検討項目

■行動規範の改正（2018年11月16日）

■重点取組項目の選定（2018年11月16日）

会員各社 好事例

○本年度の検討項目

■ＥＳＧ投融資ガイドライン（2月公表予定）

■提言レポート (4月公表予定）

ＳＤＧｓ推進ＰＴ ＥＳＧ投融資推進ＷＧ

○ベストプラクティスの共有化

13

生命保険協会におけるＳＤＧｓ推進態勢

本年度、生命保険協会内に「ＳＤＧｓ推進ＰＴ」「ＥＳＧ投融資推進ＷＧ」を設置し、
生命保険業界におけるＳＤＧｓ推進に向けた取組みを強化



生命保険業界における
ＳＤＧｓ達成に向けた重点取組項目

１．持続可能な
社会保障制度の構築

５．ＥＳＧ投融資の推進

２．金融リテラシー教育の推進
６．マネロン・テロ資金供与、

反社会的勢力への対応

３．消費者目線に立った経営の推進 ７．女性活躍推進

４．健康寿命延伸に向けた取組み ８．人権に関する対応

14

ＳＤＧｓ達成に向けた重点取組項目

生命保険業界の取組みをＳＤＧｓの観点から整理し、８つの「重点取組項目」を選定
→業界全体として中長期的にＳＤＧｓ達成に向けて取組む



生命保険業界の取組み



生命保険業界における
ＳＤＧｓ達成に向けた重点取組項目

１．持続可能な
社会保障制度の構築

５．ＥＳＧ投融資の推進

２．金融リテラシー教育の推進
６．マネロン・テロ資金供与、

反社会的勢力への対応

３．消費者目線に立った経営の推進 ７．女性活躍推進

４．健康寿命延伸に向けた取組み ８．人権に関する対応

16

ＳＤＧｓ達成に向けた重点取組項目

生命保険業界の取組みをＳＤＧｓの観点から整理し、８つの「重点取組項目」を選定
→業界全体として中長期的にＳＤＧｓ達成に向けて取組む



人生１００年時代における社会課題
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人生１００年時代において多様な生き方を選択するためには、健康寿命の延伸が課題

Preparedness（準備）

Prevention（予防）

Protection（保障）

人生におけるリスクを深く理解

リスクの発生を予防・回避

リスクに耐えうる保障を確保

80.98

72.14

60 70 80 90

87.14

74.79

平均寿命と健康寿命に
８～１２年のギャップ

（出所）厚生労働省「第１１回健康日本２１（第二次）推進専門委員会」

平均寿命と健康寿命のギャップ(2016年) 生命保険は課題の解決へ向けて
“Preparedness”, “Prevention”,“Protection”の
“３つのＰ”を提供

8.84年

12.35年

平均寿命

健康寿命

平均寿命

健康寿命

男性

女性



Preparedness（準備）

18

生命保険協会は「自助の日」を創設し、普及活動を通じて金融リテラシーの向上に貢献



Prevention（予防）＆Protection（保障）

19

Society5.0の社会において生命保険会社では、テクノロジーの進歩を活用し、
様々なデータに基づき、健康寿命延伸に資する商品・サービスを開発

医療データ 介護データ健康データ

ビッグデータ・ＡＩ

パートナーシップによる
イノベーションの創出
（IT・教育・スポーツ etc）

生命保険会社

商品開発
 健康増進型保険
の開発

 引受範囲拡大

健康増進
サービス開発

お客さまに
最適な

商品・サービス
の提案



様々な商品・サービスを通じて健康増進をサポート

運動のサポート

金銭的インセンティブ

健康アドバイス

病気に関する情報提供
20

Prevention（予防）＆Protection（保障）
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まとめ

学生 現役社会人（50年?） 老後（30年?）

生命保険

生命保険業界はこれからも人生１００年時代における多様な生き方・働き方の実現をサポート
→ 一人ひとりが安心と希望に満ちた人生を過ごせる「持続可能な社会」の実現に貢献

この先の未来を見据え、
お客さまと共通価値を創造していく

育児 親の介護

仕事

地域活動

健康増進

引退

仕事

学びなおし
スキルＵＰ

0歳 20歳 60歳 100歳
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Create a Brighter Future
～安心と希望に満ちた未来を切り開く～



参考資料



病気に関する情報提供

様々な商品・サービスを通じて健康増進をサポート

24

Prevention（予防）＆Protection（保障）

運動のサポート

金銭的インセンティブ

健康アドバイス



第一生命の「認知症保険」

25

Prevention Protection



第一生命の「健康第一アプリ」

検診結果を読み取るだけで
健康年齢や健康アドバイスを表示

糖尿病予防メニューなど
二次予防メニューが毎日閲覧可能

＜「健康第一」アプリの主な機能例＞

2017年3月に健康増進アプリ「健康第一」の提供を開始（累計ダウンロード数：108万件、2018年12月末）

第一生命ホールディングスの100％子会社「株式会社QOLead」を通じて、グループ外の企業・団体に対し
ても健康増進サービスを提供

健康長寿社会の実現に向けたヘルスケアプラットフォームの構築を目指す

健康状態や生活習慣から
将来の発症リスクをかんたんチェック

リスクを知り、生活習慣を
見直すことで未来が変わる！

26

After

Before



アプリを活用した実証実験の実施

27

 沖縄県宮古島市にて、健康増進プロジェクトの実証実験を開始(2019年１月)

健康増進アプリを提供

睡眠時間・歩数・体重等の
生活習慣情報をアプリに記録

店舗（食品小売業等）

etc・・・

宮古島の地場企業
提携 活動成果に応じた

クーポン等のインセンティブ
割引券
ヘルシー弁当
宮古島の雪塩

 中長期的には、これら健康関連情報を中心とした「ヘルスケアデータプラットフォームの構築」を構想
 加えて、「情報の利活用による新サービス創出」等の実現を検討

宮古島市の健康課題解決に向けた取組み

宮古島市民



株式市場活性化に向けた提言活動

28

生命保険協会は、株式市場活性化に向けて1974年から継続的に提言活動を実施
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株主還元の増加 社外取締役の拡充

（出所）日本取締役会（2018）、「上場企業のコーポレートガ
バナンス調査」
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百
万

（出所）東京証券取引所決算短信集計結果（3月期決算）
（注）1980～2006年：東証一部・二部・マザーズ上場（単体）、
2007年以降：東証一部・二部・マザーズ・JASDAQ上場（連結）、
いずれも金融業は除く

＜社外取締役人数の推移＞
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「ＥＳＧ投融資」推進に向けた取組み

29

スチュワードシップ活動ＷＧ ＥＳＧ投融資推進ＷＧ

株式市場活性化 持続可能な社会の実現

2017～ 1974～ 新設

株主還元の
充実

ＥＳＧ情報の
開示充実

連携

生保業界のＥＳＧ投融資のレベルアップを図るため「ＥＳＧ投融資推進ＷＧ」を設置

➡株式市場の活性化および持続可能な社会の実現に寄与


